Material Tableau de l\u27évolution de la loi française sur les rapports entre l\u27Etat et les établissements d\u27enseignement privés by 中村 英
資料 フランス「私学助成法」改正経過一覧
著者 中村 英
雑誌名 東北学院大学論集. 法律学
号 29
ページ 132-101
発行年 1986-09-16
URL http://id.nii.ac.jp/1204/00000336/
フランス「私学助成法」改正経過一覧
資料
フランス「私学助成法」改正経過一覧
中村 英
「私学助成法l）」と表題に書いたのは，「国と私立学校の関係についての
1959年12月31日法律（n・59-1557）」のことである。
既に邦文の紹介幻もあるのでごく概略だけを述べれば，同法は，公的助成
について 2つの型（「単純契約」型と「協同契約」型〉を設けている。前者
は，基本的に教員の人件費だけを助成内容とし，後者は，これに加え物的
運営費をも含めている（詳細は現行条文4条， 5条参照。なおまた，契約外
学級への交付金の可能性については8条2項参照。）。この類型に応じ，助
成をうける私立学校への公的規制の範囲と程度も 2段階に分けられてい
る。同法による助成対象は，原則として，（高等教育の一部とされる，グラ
ンドゼコール進学準備学級も対象となっているが）初等・中等の私立学校
に限られている。
この「私学助成法」が， 1971年， 77年に続き，昨年 (1985年） 1月，一
部改正されたヘ
今回の改正を形式の面から見ると，根拠となったのは， 1985年1月25日
法律（n・85-974りである。この根拠法律の 18条は，固と地方公共団体との
権限配分に関する 83年7月22日法律に私立学校に関する新たな款（第I
章第2節第I款。後に訳出〉を設け，同款中の 27-1条及び27-8条3項に
より「私学助成法」を改正した。
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第3次改正の箇所5）はごく限られたもので，その内容も， 59年の規定に
戻す，とするものが大部分である。このように小規模なものだが，今回の
改正を上記の，新設された款全体の中においてみると，第3次改正は，私
学法制の大改革（「サヴァリ法案6）」〉をはかろうとして， 84年夏に挫折した
社会党政権が，面白を保ちつつこの問題に政治的結着をもたらそうとした
ものとして，また今一つには，分権化7）をおしすすめる同政権が，教育行政
における地方への権限移譲に伴い，必要な調整をはかろうとしたものとし
て，二重の役割を期待されたものと言えそうである。
既に知られているように尺従来，この法律をめぐる憲法上の主要な論点
は次の3点だった。
① カトリック系学校が圧倒的多数をしめる私立初等中等学校9）への公
費助成は，憲法典にも謡われた国の世俗性原理に反しないのか。
② 私学教育の自由は認められるのか。認められるとして，その自由の
レヴェルは憲法上のものか。また，その内容は公権力の助成義務をも含む
のか。
③ 私立学校（特に公費助成をうけているもの〉の教員の良心の自由と
私立学校の「固有の性格J（私学教育の自由の重要な要素としての）とをど
う調整すべきか。
憲法院の態度10）は大略次のようであった。
①につき，違憲とはしなし、。②につき，私学教育の自由が認められ，そ
れは憲法上のものだとされた。教育の自由は，「1931年3月31日の予算法
律によってとりわけ想起され，共和国の諸法律によって承認され， 1946年
憲法前文により再確認され， 1958年憲法がそれに憲法的価値を付与した基
本的諸原理の一つである」とされたのである。ただし，この自由にくつま
り憲法上の自由に〉，公権力に対する憲法上の助成義務が含まれるかについ
ては，明確な判断をしていない。③では，教員の良心の自由も憲法上保護
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されるべきものであることを認めた。ただし，「固有の性格」との調整のた
め，教員に一定の義務（抑制義務〉を課す，という態度をとっていた。
これに対し，今回の改正に対する判決 (1985年1月18日Cn・84-
185DC)1ll）は，従来の態度をひきついでいる。ただ，②の最後の点及び③
につき，後にIの注の中で紹介する通り，これまでより立ちいった言及の
なされていること，更に「地方の自由」及び「計画行政」との関係で「教
育の自由Jにあらためて言及していることが注目される。
第3次改正後の運用実態12）は筆者の勉強不足で不明であるが， 85年11
月までに関連デクレの改正・制定問も行なわれている。
今回の改正への賛否を別にして，これを， 59年型公費助成への合意が，従
来の保守，中道の範囲から社会党にまでひろがった一つの画期としてとら
えることは川許されるだろう。今年 (1986年） 3月の下院議員選挙による
保守，中道の「勝利」が私立学校問題にどのような変化をもたらす（もた
らさない〉のか気になる所だが，ーまず，上の意味で一つの画期と思われ
る第3次改正の時点で，「私学助成法」の改正経過を表の形にまとめ紹介し
ようとするのが本稿のねらいである。また，この表の前には，先に号｜いた
1983年7月22日法律中の新設の款を不可欠の関連資料として訳出紹介す
る。いずれにも必要な注を付け， 85年1月18日の憲法院判決は後者の注の
中で必要な部分を紹介する予定である。
これらの資料は，法学・教育学の研究者だけでなく，私学関係者一般に
も利用されることを望んでいる。
I 注
1) 厳密に言えば.59年当初の規定だけでなく，本文で後述される第l次から第
3次までそれぞれの部分改正を経た後のそれぞれの規定をも「私学助成法」と
表記することがある。
なお，便宜の面から上の表記法を用いるのだが，既に指摘もあるように，同法
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の内容が単に「助成」問題にとどまっていない（例えばl条から3条までを見
よ〉点への注意は肝要である。
2) 同法につき，たち入った紹介をした邦語文献として以下がある。小川英子「フ
ランスにおける固と私立教育機関との関係について」関西教育行政学会紀要
f教育行財政研究J7号 0979)74頁以下，中村睦男「フランスにおける私学
助成をめぐる憲法問題」『公法と経済法の諸問題（上）j(1981)119頁以下，同
「フランスー九五九年私学助成法の制定JI北大法学論集J31巻3=4号下巻
(1981) 1643頁以下。
3) 以上の法律を当初の規定を含めて列記すれば次の通りである。
Loi n・59-1557du 31 decembre 1959υ.0. des 2 et 3 janvier 1960 p. 66) 
Loi n・71-400du 1 erjuin 1971υ.0. du 3 juin 1971 p. 5339) 
Loi n・77-1285du 25 novembre 1977υ.0. du 26 novembre 1977 p. 5539) 
Loi n・85-97du 25 janvier 1985υ.0. du 26 janvier 1985 p. 1088) 
4) 正式名称は「1983年7月22日法律（n・83-663）を改正・補充し，固と地方公
共団体との関係につき諸種の規定をもたらす1985年1月25日法律（n・85-
97）」。同法掲載官報はI注（3）参照。
5) 後掲の Il「私学助成法J改正経過一覧参照。
6) 84年4月19日下院に提出され，当時の文相名から「サヴァリ法案」と呼ばれ
た，「国，市町村，県及び私立学校の関係についての政府法案J(j.0., Doc. 
parl., A.N., (1983-1984), n・2051)をめぐっては，本法案を国民投票にかけ
ようとLづ上院側の要求や．これに対する，憲法 11条の国民投票にはかれる
事項を拡大しようとする（憲法改正の）大統領による逆提案など興味深い経過
があったが，本稿では触れなL、。いずれにせよ， 84年8月末，同法案の成立
は確定的に断念された。第3次改正の根拠法律となった政府法案は同年9月
27日下院に提出されている υ.0.,Doc. parl., A.N., (1984-1985), n・2351)。
なお，社会党政権下の私学政策について，邦語文献では，例えば以下が参考に
なり，前者は84年6月頃まで，後者は同年9月はじめ頃までをそれぞれ扱っ
ている。小川英子「フランスにおける私立学校行政の動向」日本カトりック教
育学会 fカトリック教育JI号 0984)64頁以下，岩橋恵子「フランスにおけ
る私立学校改革の動向」 f教育J35巻10号 (1985)106頁以下。
7) 分権化を扱う論文・紹介等は，邦語のものだけでも数少なくない。ここでは，
この問題を手ぎわよく概観できる以下の一点だけを揚げる。パトリス・ジエ
ラール〈竹内康江・訳）「フランスにおける分権化」f自治研究J62巻3号0986)
24頁以下。
8) 周知の通り．フランスでは私学教育の扱いは，「教育の自由」をめぐる最大の
問題であり，従って．法学関係の第三学年の大学生が学ぶ人権（Libertespub-
liques）の教科書は，例外なく私立学校問題を扱い，本稿本文で後に扱う①か
ら③までの論点をも扱っている。例示的に示せばRIVERO CJ.), Libert.ぬ
かゆ/iques,t. I, 3e ed., 0983) p. 312 et s.; COLLIARD CC.-A.), Liberles 
ρubliques, 6e ed., (1982) p. 445 et s.; ROBERT (J.), Libertゐρub/iques,3e 
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ed., 0982) p. 498 et s. 
邦語文献で①から③の問題を扱うものとして，中村睦男「フランスにおける
私学助成をめぐる憲法問題」 (I注（2）所引）参照。
9) 学校数でみると，全公立私立中，私立の占める比率は，初等で15%弱，中等
で約20%(1983-84学年度）。これら私立学校中，カトリック系は初等で98%
余，中等で93%0982-83学年度か1983-84学年度か不明〉と文字通り圧倒的
であるの数字は， Quid, 1984, p.1072による。ちなみに．日本での全学校に
対する私立の割合を学校数でみると，幼稚園では58.6%，小学校0.7%，中学
校5.1%，高等学校23.6%である（1,、ずれも 1984（昭59）年度。数字は文部省学
校基本調査による。）。
10) 1977年11月23日憲法院判決（n・77-87DC），よ0.du 25 novembre 1977, p. 
5529. 
11) f.O. du 20 janvier 1985, p. 821. 
12) 85年1月25日法律で改正された83年7月22日法律第I章第2節第I款
27-1条から27-9条までについては， 85年3月20日デクレCn・85-348）α0.
du 21 mars 1985, p. 3384）の2条， 4条により，以下のように定められた。 27-
8条は85年9月1日から（ただし，同条の定める協議委員会が創設されるま
では，「私学助成法」旧6条による各級調停委員会がこれにかわる）， 27-3条．
27-4条2・及び27-5条3項と 4項は86年1月1日から，その他の条項は上記
85年3月20日デクレの公布の時から効力を発する。
13) 1985年7月12日の4つのデクレCDecretsnos. 85-725, 85-726, 85-727 et 85-
728, f.O. du 18 juillet 1985, p. 8108 ）と 1985年11月13日デクレ（n・85-
1204, J.O. du 20 novembre 1985, p.13441)。
14) cf. DOUENCE (J.-C.), La po此eetroite, Revue fran~aise de Droit adminお．
trati/, 1985, p. 617，「シ aヴーヌマン氏［文相，サヴァリ氏の後継者］の f簡
明で実際的な規定』は．政府と社会党が，これまで左翼によって争われていた
この制度を，大した変更もなく受け入れたことを示している。」
※ フランスの私立学校をめぐる法的諸問題につき，以下の加除式出版物が，文
献・判例等の検索に便利であった。
]urisclasseur administratif, fascicules nos 230 et 232. (par Jacques GEOR・
GEL）上記資料n・230の文献欄にも紹介されているが，固と私学との関係につ
いての法令を集めた次の小冊子は，はなはだ有益である（筆者が参照したの
は， 1979年版で，追録12号まではさみこまれたもの〉。 Directiondes jour・ 
naux officiels (26, n1e Desaix, 75732 R併合 Cedex15), brochure n・1158.ま
た上記小冊子以降の法令については「官報J法令版 (JournalO/ficiel de la 
Republique Francaise, Lois et decrets) （本稿中ではこれを単によ0.と表記。
なお，「官報」でもその他の版はそれとわかるように表記した。〉の他， Comite.
National de l’Enseignement Catholiqueの情報誌， EnseignementCatholi・ 
que Documents （とりわけ1092.1152. 1160. 117 4の各号）を参照した。
128 (5) 
フランス「私学助成法J改正経過一覧
I 
1983年7月22日法律（n・83-663)(1985年1月25日法律（n・85-97）に
よる改正をうけたもの）第I章新たな諸権限，第2節教育，第I款
私立学校I)
〔「私学助成法」の改正〕
第27-1条① 1971年6月1日法律（n・71-400）により改正された 1959年
12月31日法律（n・59-1557）を補充する，教育の自由についての 1977年
11月25日法律（n・77-1285）の第1条と第4条2）は，これを廃止する。
② 国と私立学校の関係についての 1959年12月31日法律（n"59-1557)
第4条第2項，第3項の規定は， 1971年6月1日法律（n・71-400）公布
前の文言でその効力を回復する九
〔契約締結の要件〕
第27-3条4）① 前引の 1959年 12月31日法律（n。59-1557）第4条，第5条
に定められた契約の締結は，私立幼稚園・小学校の学級については，す
べて運営条件を同一にしつつ，公教育の同種の学級の開設，閉鎖につい
ての規定と基準の尊重を，その要件とする。
② 中等私立学校の学級については，前項に示された規定と基準のほか，
第13条I及びVIに定められた見通し枠5＞，州計画6）及び高等教育の地
理的配置7）にあらわされた全必要にもとづく評価との適合が，契約締結
の要件となるヘ
〔自治体代表者の協同契約校への参加〕
第27-4条協同契約は，契約下の学級の予算につき討議する権限をもっ，
学校の機関の会議への参加を次のように定める。
(6) 
1・ 幼稚園・小学校の学級については，学校の置かれている市町村の代表
1名及び少くも 10パーセントの生徒が住む市町村で，生徒の通う学級の
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運営費を出している各市町村ごとの代表者1名。
20 中等学校の学級については，権限をもっ公共団体の代表l名。
〔助成の形態〕
第27-5条① この法律の第15条から第15-3条まで及び第23条第2項
から第5項まで”は，私立学校の，協同契約下の学級には，これを適用で
きない。
② 中等私立学校の協同契約下の学級の運営費は，生徒1人あたりの年
額で支払われ，公教育の同種の学級に対すると同ーの基準で算定される
定額金の形でこれを引き受ける。
③ 国の負担は，通学制度にかかわる非教育職員の給与分の支出を考慮
してこれを計算し，私法上の被用者でありつづけるこれら職員の給与に
かかわる社会的，財政的負担を償えるよう， 1パーセント増額する10）。
④ 中学校の学級への県の負担，高等学校の学級への州の負担ならびに
中学校及び高等学校の学級へのコルシカ州の負担は，公立学校の通学制
度にかかわる同種の物的運営費に応じてこれを計算する。この負担は，場
合ごとに，県または州の公立中学校または高等学校の通学生に要する平
均費用に等しい。この負担は，公立学校に対しては軽減されている各種
の負担を償えるよう，これを1パーセント増額する。この負担は，前引
の1983年1月7日法律（n・83-8）第94条川で定められた条件による補
償の対象となる。
〔協同契約の撤回〕
第27-6条協同契約の有効性が依拠している条件が満たされなくなると，
第27-8条第1項で設けられる委員会の意見を徴した後，国の発意によ
り，あるいは第27-4条に記されたいずれかの公共団体の要請により，国
は，この契約を撤回できる問。
〔既存協同契約の改訂〕
第27-7条①既出の 27-2条から 27-6条までの諸規定の施行前に締結さ
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れた契約は， 6箇月内に，第27-4条の規定との一致を確保する改訂の対
象となる。それがない場合，国の代表は，改訂の締結まで，第27-4条に
定められた参加の条件を定める。
② 既出の第27-6条の規定は，前項の契約にこれを適用できる。
〔協議委員会〕
第27-8条①地方公共団体の代表者，私立学校の代表者及び国の任命す
る者各同数から成る，少なくとも 1つの協議委員会を各大学区に，暫定
的なものとして，創設するlヘこの委員会は，第27-6条の規定の他に，契
約の予備審査，締結及び執行に関するすべての問題，並びに契約の枠内
で、の，その目的にかなった公的基金の使用に関するすべての問題につき，
意見を求められ得る。これらの問題に関するし、かなる訴訟も，あらかじ
めその争点をこの委員会にはからなくては提起できない。
② 本条第1項で設けられた委員会の権能を，この法律の第12条14）に
定められた組織中におかれ，本条第1項に定められた規定に従って構成
される特別の組織に移す条件は，コンセイユ・デタの議を経たデクレが，
これを定めるo このデクレは，契約下の私立学校の職員と利用者の代表
者が国民教育審議会に参加できる，または補欠となれる条件をも定める。
③ 1959年 12月31日法律（n・59-1557）第6条は，これを廃止する。同
法第8条第2項の「全国調停委員会の」という語は，これを「大学区の
機関の」におきかえる。
④ 暫定的なものとして，本条第2項に定められた移行の行なわれるま
で，この協議委員会は，第 13条IとVIに定められた見通し枠の策定と
改正につき意見を求められ得る。
〔私立農業学校〕
第27-9条本款の諸規定は，私立農業学校15】にはこれを適用できない。
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I 注
1) ].0. du 26 janvier 1985, p.1088.なお，条文見出しと項番号は訳者（中村）
が付けたものである。
2) 77年11月25日法律 l条は，既に71年改正で「一般的」の語を付加された「私
学助成法」 4条2項に2点の変化をもたらしていた。教員採用につき．「学校
長の同意を得てJを「学校長の申し出にもとづきJとした。協同契約学級担当
の教員が，固有の性格を尊重しなければならないという趣旨の文言を付加し
た。
77年法4条は，協同契約を結んだ学級への助成の形態と計算方法等を明確に
する，「私学助成法J4条3項の改正を内容としていた。
3) この第2項の結果， 71年改正で付加された「一般的」の語が削除された。以
上の第27-1条に対して， 1・協同契約下の教育が，「公教育の一般的諸規定と
教育課程Jでなく「公教育の諸規定と教育課程」に従うとされた点， 2・「固有
の性格」尊重の文言が削除された点， 3・教員採用での学校長の権限が弱めら
れた点を主な理由として，同条が，私立学校の「固有の性格」への侵害で，他
方，「固有の性格」は，憲法上のものと既に認められた教育の自由のあらわれ
そのものだから，結局，癌法的価値の侵害だとする申し立てがなされた。溜法
院は既述の85年1月18日判決 (I注（11)）でこの申し立てを理由なしとし
た。しかし，理由づけに注意すべきで，憲法院は，一方で「私学助成法」l条
4項に「固有の性格Jについての文言（「当骸学校は，その固有の性格を保持
しつつ」）が残されているのを強調し， 1・に対しては， f一般的Jの削除が「学
校の固有の性格を侵害することになるような諸規則に学校を従わせられる，
とは解釈できなL、Jとし， 2・へは，「私学助成法」 1条4項から「固有の性格」
尊重義務は出てくるのであり，「それが，教員の良心の自由という憲法的価値
をもつものの侵害を許すとは解釈できないが，この義務は教員に，教育の際に
抑制義務を課している」［傍点中村］とした。 3・でも，学校長は，固有の性格
に合わない教員の採用を拒絶できるし，場合によっては越権訴訟の途もある。
また，学校と行政との事前の話し合いの可能性が否定されているわけではな
い，とした。以上，いわば「合意限定解釈」と呼び得る手法を見せている。本
条に関する部分に限らず，憲法院のこの判決全体について，以下が既に同旨の
指摘をしてしる。 SERAMY CP.), L 'ecole lib re, rien n 'est reg le, Press 
Pratique Parisienne S.A. 1985; DELVOLVE CP.), Le Conseil constitution-
nel et la libert! de l’enseignement, Rev. fr. Droit adm., 1985, p. 624. 
4) 以下にその要旨を紹介する理由づけで， 27-2条は違憲とされ，大統領は同条
の部分を除外して審署をした（cf,ier alinea de l’article 23 de l'ordonnance 
n・58-1067du 7 novembre 1958）ため＇ 27-1条に27-3条が続く形になって
いる。 27-2条の内容 υ.0.Dt!!bats parl. A.N. du 21dt!!cembre1984, p. 7073) 
は以下の通り。
「27-2条 1959年12月31日法律 Cn・59-1557）に定められた協同契約の締結
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は，中等教育の学級については，関係する県または州の意見に従い，初等教育
の学級については，当該学級に通う生徒の少くとも 10%が住む諸市町村の同
意に従う。幼稚園・小学校のおかれる市町村は，国及び関係する学校とともに
協同契約に署名する。」
この条文を違憲とする憲法院の理由づけは以下の通れ
「第27-2条の規定が教育の自由と平等とに侵害を及ほすかどうかにつき判断
するまでもなく，規定は憲法に適合していないとされねばならない。というの
は，確かに地方公共団体の自由な行政の原理が憲法的価値を持つとはいえ，こ
の原理が，一つの人権（unelibertεpublique）の行使を組織する法律につき，
その適用の必須の条件を地方公共団体の判断次第とし，そしてこの条件を，国
土全域で同一でないことがあるとする帰結をみちびけはしなL、からである。」
地方分権を進めれば，地域ごとに異った施策のなされ得るのは当然。従って，
ここでも一番問題になるべきなのは，教育の自由の中に憲法上の助成義務が
含まれるか否かだろう。憲法院の判旨は，この問題で肯定のニュアンスを強め
たものと思われるが，必ずしも判然とはしなL、
5) 85年1月25日法律4条による改正をうけた.83年7月22日法律13条Iに
よれば，州会の策定する，中学校，高等学校，特殊教育の学校等での教育につ
いての見通し枠 Cleschema previsionnel)のこと。
6) 13条VIによる「州計画 Cleplan regional)」とは，全国計画の方針の枠内
で，州の決定できる，高等教育での教育についての州発展計画のこと。
7) la carte des formations釦 perieuresの訳語で，初等中等教育における学区
(carte scolaire）に対応するものと思われるが，内容不詳。
8) 以上の27-3条によれば，契約締結の条件として，生徒の家族の選好が何ら配
慮されないことになり，協同契約については，「学校としての確たる必要性」中
の質的基準がうちすてられ，結局，学校の「固有の性格JC教育の自由の表明〉
もうちすてられるという申し立てがなされた。先の85年1月18日憲法院判
決は，次のようにして理由なしと答えている。
「私学助成法J4条l項により，「学校としての確たる必要性」に応じているな
ら私立学校は，協同契約を要求できる。しかるに「27-3条の規定は．私立学
校が『学校としての確たる必要性』に応じているかどうかの判定に用いる要素
の網羅的列挙をしているのではなく，単に『学校としての確たる必要性』の存
在をもっぱら量的な側面で評定するために，何が考慮されるべき要素なのか
を確定することだけを目的としているのである」と。
9) 15条及び15-1条は．分権化の結果，県の所管となる中学校につき，県の急激
な負担増をさけるため，関係市町村や市町村の連合体に，運営費及び資本的支
出の分担を義務づけたもの。 15-2条は，州の所管になる学校につき，関係地
方公共団体やその連合体が，移管時前またはその時点での資本的支出の分担
を継続して負うとしたもの。 15-3条は， 15条.15-1条が1990年1月1日ま
でしか効力を持たず，その後関係市町村等の分担を無くして行く方策がとら
れるべきことを定めている。
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23条2項から5項までは，特定市町村の小学校・幼稚園が十分な受け入れ能
力を持たぬため，住民の子弟が他の市町村の小学校・幼稚園に通う場合，これ
ら施設の運営費等の一部を，これら市町村が分担することを定めたもの。
10) 以上の27-5条2項及び3項により中等私立学校については，従前と同じ形式
が維持されているわけである。 85年改正前の「私学助成法」 4条3項参照。
11) 権限委譲にともない，地方公共団体の負担が増加する場合，その負担増を全額
補償できる財源が，固によって当骸公共団体にふりあてられることを定めた
規定。83年1月7日法律については，同法の56条までの邦訳が公にされてい
る。磁部力・大山礼子（共訳〉「フランスの新権限配分法（ー〉」 f自治研究J60 
巻3号 (1984)100頁以下。
また，同法に関連する， 82年3月2日法律（n・82-213）の邦訳も公にされてい
る。磯部力（訳〉「フランスの新地方分権法（上）（下）」 f自治研究J58巻5号
(1982) 40頁以下， 58巻7号 (1982)23頁以下。
いずれの邦訳も，後の改正への注意が必要だが，有益な紹介である。筆者も多
くを教えられた。
12) 本条に対しても，これが国に恋意的な撤回を認めている点で違憲だとする申
し立てがなされた。既出の85年 1月18日憲法院判決は，本条は恋意的権限を
与えていず，行政契約の原則通り，契約の効力要件がみたされなくなったとき
にのみ撤回を許しているので．何らの憲法的規範にも，原理にも反していな
い，と答えている。
13) Decret n・85-1204du 13 novembre 1985υ.0. du 20 novembre 1985, p. 
13441)がこの協議委員会の構成，運営等を定めている。
14) 12条は，各県，各大学区に国民教育審議会（un conseil de l’education 
nationale）が置かれること，そのときごとの議事内容の性格に従い，国の代
表か地方公共団体の代表が謀長職につくこと，関連する細部事項はコンセイ
ユ・デタの識を経たデクレで決めることを定めている。ここにいうデクレは，
Decret n・85-895du 21 aoQt 1985σ. 0. du 24 aoQt 1985, p. 9780）である。
15) cf. Loi n・84-1285du 31 decembre 1984 portant reforme des relations entre 
l’Etat et Jes etablissements d’enseignement agricole prives et modifiant la 
Joi n・84-579du 9 juilet 1984 portant renovation de l'en記i即時ment
agricole public υ. 0. du 1 erjanvier 1985 p. 7) 
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II 
「私学助成法」改正経過一覧
凡例
ー 見聞き二頁を四段に分け，左から， 1959年法の内容，続いて， 71年， 77年＇ 85年
の各改正で変動した部分を示し，また現行規定でない部分は活字を小さくしている。
一各項内の部分的なものであるときは，改正部分の下側に を付け，被削除部分
の下側に～山～山を付けた。－ 挿入等により，項番号（もともと原テキストに付けられてはL、ず，中村が付けたも
のだが〉だけ変るときは，その項番号に下線を付けた。
四条が全部改正されたときは，条文には を付けず，条番号にだけ下線を付けた。
五原テキストとしては， I注（3）で示した，各官報掲載のものを用いた。
六 59年法については， 3つの邦訳（吉田正晴「フランス私立学校に対する国家補助」『レ
ファレンスJ114号（1960)73頁以下，平塚益徳監修『世界教育事典J(1972) 482 
頁以下，中村睦男「フランス一九五九年私学助成法の制定」I注（2）所引文献(1981)。
ただし第2のものは抄訳〉を， 71年改正法， 77年改正法については，いずれも椎名
慎太郎氏の邦訳（同氏「フランス私学助成法改正についてJrレフアレンスJ252号
(1972) 90頁以下，同氏「フランス私学助成法（第2次改正〉」 f外国の立法J17巻
4号 (1978)197頁以下）を参考にさせていただいた他，小川英子氏，岩橋恵子氏な
どが論稿中で用いられている，「私学助成法jのあれこれの条文の訳や，海老原治普
編集代表『資料・現代世界の教育改革J(1983) 232頁以下に集録されている， 77年
改正を経た時点での「私学助成法Jの抄訳をも参考にさせていただいた。
七 各条文の見出しは，便宜のため，訳者（中村）が付けたものである。
八 注の中で紹介したデクレ等は，原則として， I注の最後で示した小冊子 CDirection
des Journaux Officiels, brochure n・1158）と ECDとによっているが，不十分な摘
示にとどまっている。
九注は，原則として，現行規定にだけ付けた。
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1959年12月31日法律
〔公・私立学校の教育のあり方，公
立学校生徒の宗教活動への配慮〕
第1条①憲法に定められた原
理に従い，国は，すべての信条
を平等に尊重し，公立学校の児
童・青年に能力に適した教育を
うける可能性を保障する。
② 国は，教育の自由を宣明し，
またこれを尊重し，正規に開設
された私立学校1)におけるこの
自由の行使を保障する。
③ 国は，公教育の生徒に礼拝
と宗教教育との自由を保障する
ため，有効なすべての措置を講
じる2）。
④ この法律に定められたいす．
れかの契約を結んだ私立学校3】
において，契約の制度下におか
れた教育は，これを国の監督の
下におく。当該学校は，その固
有の性格を保持しつつ，良心の
自由を完全に尊重して教育を施
さねばならなし、。すべての生徒
は，出自・思想・信条による差
別なく，当該学校に入学できる。
〔契約外私立学校〕
第2条固と契約を結んでいない
私立学校に対する国の監督は，
これを校長・教員の所定資格，就
学義務，公序良俗の尊重及び保
健上・社会上の予防措置に限定
する。
〔公教育への統合〕
第3条① 私立学校は，公教育へ
(14) 
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の統合•＞を求めることができ
る。
② この要求の認められたとき
在職する教員は，あるいは公教
育の枠中で正規公務員とされ，
格づけられ，あるいは契約教員
とし、う資格で地位を保持する。
〔協同契約〕
第4条①初等，中等及び技術教育の
私立学校は，それらが学校としての確
たる必要性に応じているなら，固と公
教育への協同契約を結ぶよう求める
ことができる。
②協同契約はこれを当該学校の学
級の一部またはそれらのすべてに及
ぼすことができる。この契約の対象と
なる学級において，教育は，公教育の
諸規定と教育課程とに従って行なわ
れる。この教育は，当該学校長の同意
を得て，公教育の教員，または固と契
約を結んだ教員にこれをゆだねる。
③契約下にある学級の運営費は，公
教育の同種の学級の運営費と同じ条
件でこれを引き受ける。
④ 当該学校は，契約下におかれた部
分以外では，すべての活動を自由に行
なう。
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〔協同契約5）〕
第4条①初等及び中等の私立
学校は，それらが学校としての
確たる必要性に応じているな
ら，国と公教育への協同契約を
結ぶよう求めることができる。
この学校としての必要性は，こ
の法律の第1条に述べられた原
則に応じてこれを判定しなけれ
ばならない。
② 協同契約は，これを当該学校の学
級のすべてまたはそれらの一部に及
ぼすことができる。契約の対象となる
学級において，教育は，公教育の一般
的諸規定と教育課程とに従って行な
われる。この教育は，当該学校長の同
意を得て，公教育の教員，または固と
契約を結んだ教員にこれをゆだねる。
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〔共同契約〕
第4条
② 協同契約は，これを当該学校の学
級の一部またはそれらのすべてに及
ぼすことができる。この契約の対象と
なる学級において，教育は，公教育の
一般的諸規定と教育課程とに従って
行なわれる。この教育は．当該学校長
の申し出にもとづき，公教育の教員．
または固と契約を結んだ教員にこれ
をゆだねる。この教育にたずさわる教
員は．この法律の第1条に定められ
た．学校の固有の性格を尊重しなけれ
ばならない。
③．協同契約下にある学級の運営費
は，生徒1人あたりの年額で支払わ
れ，公教育の同種の学級に対すると同
ーの基準で算定される定額金の形で
これを引き受ける。教員以外の職員は
私法上の被用者である。この定額金
は．公立学校については公費負担と
なっている．教員以外の職員の給与等
にかかわる社会的，財政的負担にあて
るため．これを1パーセント増額す
る。
④前項による平等化は，漸進的にこ
れを行ない， 3年の期間内に実現する
ものとする。
⑤ 当該学校は，契約下におかれた部
分以外では，すべての活動を自由に行
なう。
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〔協同契約的〕
第4条② 協同契約は，これを当
該学校の学級の一部またはそれ
らのすべてに及ぼすことができ
る。この契約の対象となる学級
において，教育は，公教育の諸
規定と教育課程とに従って行な
われる。この教育は，当該学校
長の同意を得て，公教育の教員，
または国と契約を結んだ教員6)
にこれをゆだねる。
③ 契約下にある学級の運営費
は，公教育の同種の学級の運営
費と同じ条件でこれを引き受け
る7】。
盆当該学校は，契約下におか
れた部分以外では，すべての活
動を自由に行なう。
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〔単純契約〕
第5条①初等私立学校は国と単純契
約を結ぶことができる。この契約によ
り公認された教員は，とりわけ各人の
資格免状に応じ，またデクレによって
定められる給与表に従って，給与を国
から受ける。
② この制度は，全国調停委員会の意
見を徴した後，中等または技術教育の
私立学校にもこれを適用できる。
③単純契約は当該学校の学級の一
部またはそれらすべてに及ぶ。この契
約は，固による教育上・財政上の監督
を伴う。
④学校は，学校運営期間，教員の資
格，生徒数，学校の衛生という条件を
証明しさえすれば単純契約を利用で
きる。上記の条件は，デクレによりこ
れを明確にする。
⑤市町村は，デクレにより定める条
件の下で，単純契約を利用する私立学
校の支出に協力できる。
⑥単純契約は，県及びその他の公法
人が現行法制から得ている諸権利を
侵害しなL、。
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〔単純契約8）〕
第5条①初等私立学校は，固と
単純契約を結ぶことができる。
この契約により公認された教
員9）は，とりわけ各人の資格免
状と公教育で行なわれている給
与とを考慮して定められる給与
を固から受ける。
② この制度は，州調停委員会
の意見を徴した後， 1979-1980
学校年度末まで，古典，近代ま
たは技術の中等私立学校にも適
用できる。
③ 現に単純契約下にある中等
私立学校は，上記の期限までこ
の制度の下にあることができ
る。
c 単純契約は当該学校の学級
の一部またはそれらすべてに及
ぶ。この契約は，固による教育
上・財政上の監督問を伴う。
⑤学校は，学校運営期間，教
員の資格，生徒数，学校の衛生
という条件を証明しさえすれば
単純契約を利用できる。上記の
条件は，デクレ”によりこれを
明確にする。
⑥市町村は，デクレ11）により
定められる条件の下で，単純契
約を利用する私立学校の支出に
協力できる。
m単純契約は，県及びその他
の公法人が現行法制から得てい
る諸権利を侵害しない。
フランス「私学助成法」改正経過一覧
197・7年U月25日法律による改正箇所 1・ 1985年1月25日法律による改正箇所
114 (1町
フランス「私学助成法J改正経過一覧
1959年12月31日法律
〔調停委員会13）〕
第6条① この法律の適用から生じる
すべての争いを処理する権限を持っ
た調停委員会を各県に創設する。既出
の諸条項に定められた諸契約の締結
またはその執行に関するいかなる訴
訟も，県調停委員会にはかった後でな
くては，これを開始できない。
② 全国調停委員会は，文部大臣の下
にこれを設ける。
③全国委員会は文部大臣によって，
とりわけ県委員会によって申したて
をうけた文部大臣によって付託され
た問題に答申する。
(20) 113 
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〔進学指導・職業指導〕
第5条の2① 国と契約を結んだ
学校に通う生徒の進学上・職業
上の進路指導は，公教育につき
定められた目標と両立できる原
則に従い，デクレによって定め
られる条件の下で，これを確保
する。
② これらのデクレは，何より
も，固と契約を結んだ私立学校
が各校別に，または共同で設け
る機構が進学上・職業上の進路
指導を可能にする条件と期間と
を定める。
〔教育学上の実験〕
第5条の3 教育学的研究の実験
は，デクレ12）で定められる特例
条件に従い，公立，私立の学校
でこれを行うことができる。
〔間停委員会14）〕
第6条① 各州知事または各海外県知
事の下に，この法律の適用から生じる
すべての争いを処理する権限を持っ
た調停委員会を創設する。
②既出の諸条項に規定された諸契
約の締結またはその執行に関するい
かなる訴訟も，上記委員会にはかった
後でなくては，これを開始できない。
③ 委員会は，州知事あるいは県知事
によって付託された問題に答申する。
④ 州知事は，適当と認めるときには
州調停委員会の権限を県委員会に移
すことができる。
⑤ 全国調停委員会は，文部大臣の下
にこれを設ける。この委員会は，文部
大臣によって．とりわけ州委員会に
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〔調停委員会〕
第6条 （削除〉
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〔生徒への社会的施策〕
第7条地方公共団体は，生徒が
どんな学校に通っているかを問
題にせず，すべての生徒に社会
的性格の施策を行うことができ
る。
〔1951年9月28日（就学手当〉法
律の処理〕
第8条① 1951年9月28日法律
(n・51-114015＞）は，この法律の審
署の日から3年で効力を停止す
る。ただし，全国調停委員会の
意見を徴した後，その時点で，以
上に規定された2つの型の契約
のいずれかに署名している学校
の数を検討の上，政府は更に3
年を越えない期間，この法律の
適用を延長することができる。
第4条及び第5条によって契約
下におかれた学級に通う生徒と
して支払われる就学手当支給の
条件は，デクレによりこれを定
める。
② 1951年9月28日法律が効力を
停止するとき，国庫特別会計を補給す
る租税総合法典第 1621条の3の定め
る財源は，これを維持する。公立学校
にあてられていた基金は，これらの学
(22) 111 
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よって申したてをうけた文部大臣に
よって付託された問題に答申する。
⑥ 全国調停委員会は，州委員会また
は県委員会に付託された問題につき，
文部大臣．州知事または関係学校の責
任者の要請によって第二審として裁
定を行なう。
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〔1951年9月28日法律の処理〕
第8条② 1951年9月28日法律
が効力を停止するとき，国庫特
別会計を補給する租税総合法典
第1621条の 316）の定める財源、
は，これを維持する。公立学校
にあてられていた基金は，これ
らの学校のためになるよう，こ
れを県の処分にまかせる。契約
下におかれた学級に通う生徒の
家庭にあてられていた基金は，
第4条または第5条の適用とし
て契約に署名した学校のために
使われるよう，これを地方公共
団体の処分にまかせる。大学区
全盛盟の意見を徴した後，契約
を結ばない学校に対して，また
契約に署名した学校であって
も，この契約の対象外の学級の
ために，就学手当にみあう交付
金を支給できる。これらの学校
は，国の教育上・財政上の監督
に服する 17）。
(23) 
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校のためになるよう，これを県の処分
にまかせる。契約下におかれた学級に
通う生徒の家庭にあてられていた基
金は，第4条または第5条の適用とし
て契約に署名した学校のために使わ
れるよう，これを地方公共団体の処分
にまかせる。全国調停委員会の意見を
徴した後，契約を結ばない学校に対し
て，また契約に署名した学校であって
も，この契約の対象外の学級のため
に．就学手当にみあう交付金を支給で
きる。これらの学校は，国の教育上・
財政上の監督に服する。
〔単純契約の終期18）〕
第9条①第5条に定められた契約
は，この法律の審署から9年の期間に
限ってこれを結ぶことができる。ただ
し政府は，全国調停委員会の意見を
徴した後，この制度を3年を越えない
期間につき延長することができる。
②上記いずれかの期間の終了時に
進行中の契約は，その期限まで効力を
もっ。
③ 単純契約制度の終了前に．全国調
停委員会は，この法律の適用に関する
報告書を提出する。政府は，この制度
を延長するか改正するか，あるいはこ
の制度に置きかえるための新たな規
定を議会に提出する。
〔就学手当の特例〕
第10条 1955年4月3日法律19)
(n。55-359）の施行前の期間，コ
ンセイユ・デタの議を経たデク
レ20）が， 6歳未満あるいは14歳
を越える生徒として，手当の支
給をうけることのできる条件と
範囲を定める。
(24) 
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〔単純契約の終期〕
第9条 （削除）
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〔この法律適用のためのデクレ〕
第11条 コンセイユ・デタの審議
を経，閣議で採択されたデクレ
がこの法律の適用に必要な措置
を定める。
〔東部3県への適用〕
第四条この法律の第1条第2
項及び第4項は，第2条から第
11条までと同様に，低ライン
県，高ライン県， モー セ・ル県に
これを適用する。
〔アルジエリア地方3県への不適用〕
第13条 この法律は，アルジエリア県，
オアジス県，サウル県にはこれを適用
しない。
(26) 107 
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〔海外領土への適用〕
第13条 この法律は，各領土の，
権限を持つ機関の要請があれ
ば， コンセイユ・デタの議を経
たデクレ21）で定められる条件
の下で海外領土にもこれを適用
できる。
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〔生徒の職業教育〕
第14条第4条，第5条に定めら
れたいずれかの契約を国と結ん
でいる私立学校は， 1975年 7月
11日法律（n・75-620）第4条22)
に定められた職業教育に応じる
補充的教育用の建物・設備・備
品にあてて，これらの学校が行
う出費のための補助金を，この
目的のために予算法律に定めら
れた金額の範囲内で，国からう
けとる。
1985年1月25日法徳による改正箇所
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〔教員の勤務条件等の改善問〕
第15条①公教育の正規の教員
の勤務及び退職の条件並びにこ
れらの者の享受する社会的措置
と研修の機会とを定める一般的
諸規定は，公認または契約によ
り固と契約を結んだ私立学校に
おいて職務を行える教員であっ
て，同ーの養成水準にあること
を証明した者に対して，これを
平等にかつ同時期に適用でき
る。これらの私立学校教員は，公
教育の教員のために行われる昇
進及び昇格の措置をも等しく受
けるものとする。
② 本条に定める平等化は，漸
進的にこれを行い，遅くとも 5
年の内に実現するものとする。
③本条第1項の原則の適用と
して，私立学校教員の退職金受給
の条件は， 1978年 12月31日以
前に，コンセイユ・デタの議を経
たデクレによってこれを定める。
④ 上記私立学校教員の養成及
び研修にあてる費用は，公教育
教員の養成及ひ研修にあてる費
用と同ーの水準及び限度内で国
がこれを負担する。この費用は，
第1条にいう固有の性格を尊重
しつつこうした養成や研修を行
う自然人または法人との聞に締
結する協約並びに契約下の私立
学校教員の職制及び職務上の研
修につき定める協定の対象とな
る。
1985年1月25日法律による改正箇所
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II 注；
1) 「私学助成法」 2条の被監督事項と同じ事項での要件をみたせば，届け出によ
り（許可等の申請ではなく）開設できる。
この開設の要件・手続は多くの慨説古（例えばI注（8）の教科書類〉の触れ
る所だが，以下には立ち入った記述がある。 MONCHAMBERT CSよ La
liberte de l'enseignement, 1983, pp. 66-80. 
2) こうした措置を講じるものとして以下参照。 Decretn・60-391du 22 avril 
1960 relatif a l'enseignement religieux et aux aumOneries dans l'enseigne-
ment public; Arrete du 8 aoOt 1960 relatif a l'application des disposi・ 
tions de l’article 3 du decret n・60-391du 22 avril 1960. 
3) 契約申込の手続については以下参照。 Decretn・60-385du 22 avril 1960 
relatif aux demandes introduites par les etablissements d’en田i即時ment
prives en application de la loi n・59-1557du 31decembre1959 (modi.fie par 
le decret n・85-728du 12 juillet 1985) 
4) 「統合」 (I’integration）については以下参照。 Decretn・60-388du 22 avril 
1960 relatif a l'integration d’etablissements d’enseignement prives dans 
l’enseignement public 
5) cf. Decret n・60-389du 22 avril 1960 relatif au contrat d’association a 
l’enseignement public passe par les etablissements d’enseignement prives 
(modifie par les decrets nos 70-793 de 9 septembre 1970; 78-247 du 8 
mars 1978; 85-727 et 85-728 du 12 juillet 1985) 
6) cf. Decret n・60-386du 22 avril 1960 relatif aux titres de capacite dont 
doivent justifier les directeurs et mattres des etablis田ments d’en詑igne-
ment prives places sous contrat ; Decret n・64-217du10mars1964relatif 
aux maitres contractuels et agrees des etablis記ments d’en記ignement
prives sous contrat (modi/ie par les decrets nos 65-274 du 12 avril 1965; 
66-664 du 3 septembre 1966; 70・797du 9 septembre 1970 ; 78-251 du 8 
mars 1978; 79-926 du 29 octobre 1979; 80-568 du 11 juillet 1980; 81-231 
du 9 mars 1981 ; 83-807 du 7 septembre 1983 ; 83・864du 27 septembre 
1983; et 85-728 du 12 juillet 1985) 
7) cf. Decret n・60-745du 28 juillet 1960 relatif aux conditions financieres de 
fonctionnement (personnel et materiel) des classes sous contrat d’associa・ 
ti on (modi.fieρ1ar les decrets nos 70-795 du 9 septembre 1970; 78-249 du 
8 mars 1978; 85-728 du 12 juillet 1985; et complete par le decret n・85-725
du 12 juillet 1985) 
8) cf. Decret n・60-390du 22 avril 1960 relatif au contrat simple passe avec 
l’Etat par lesεtablissements d’enseignement priv白 （modi.fiepar les 
decrets nos 64-217 du 10 mars 1964; 70-794 du 9配ptemble1970 et 85-728 
du 12 juillet 1985) 
9) II注（6）所引の Decretn・60-386とDecretn・64-217のほか以下容照。
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D~cret n・60-747duお juillet1鮪0relatif aux conditions financieres de 
fonctionnement (personnel) des classes sous contrat simple C modifie par 
Jes decrets nos 64-217 du 10 mars 1964; 70-796 du 9 septembre 1970; 75-
841 du 9 septembre 1975; 78-250 du S mars 1978; et 85-728 du 12 juilet 
1985) 
10) cf. D~cret n・61-246du 15 mars 1961 relatif au cont6le financier et 
administratif des etabli岱ementsd’enseignement prives 
11) cf. Article 7 du decret n・60-390cite a lanote (8) de II et le decret n・65-
335 du 30av~il1965 portant reglement d’administration publique et relatif 
a lagestion et l’utilisation des fonds scolaires destines aux etabli田e-
men ts d’enseignement publics ou prives (modifie par Jes decrets nos 75-
841 du 9 septembre 1975; 81-506 du 8 mai 1981; et 85-726 du 12 juilet 
1985) 
12) cf. Decret n・75-658du 16 juillet 1975 relatif a )'organisation de la recher-
che et de )'experimentation pedagogiques dans Jes etablissements d’en-
seignement prives du premier et du second deg話 souscontat 
13) cf. Decret n・60-387du 22 avril 1960 relatif aux comites de conciliation 
prevus par la Joi du 31 decembre 1959 
14) cf. Decret n・72-23du 10 janvier 1972 relatif aux comites de conciliation 
prevus par la Joi du 31 decembre 1959 modifiee 
15) パランジェ法CloiBARANGE）とも呼ばれる， Loin・51-1140du 28 septem-
bre 1951 constituant un compte special du Tresorのことである。同法は，
公立私立いずれであれ小学校に通う子供を持つ世帯主への就学手当の支給を
定めていた。
16) 租税総合法典（CodeGeneral des lmp6ts) 1621条の3はパランジェ法に対
応して， Decretn・51-1446du 15 d(!cembre 1951で挿入されたもの。パラン
ジェ法の定めた就学手当のために国庫特別会計 Cle compte special de 
Tresor）を設け，同時にその財源を定めている。
17) 本項の内容を詳しく定めるものとして II注 (11）所引のDecretn・65-335参
照。
18) cf. Decret n・68-1139du 17 decembre 1968 portant prolongation de l’ 
application de la Joi n・59-1557 du 31decembre1959 (modifie par le decret 
n・70-1213du 22 decembre 1970) 
19) Loi n・55-359du 3 avril 1955 relative aux comptes speciaux du Tresor 
pour l'annee 1955 
20) cf. Decret n・60-459du 12 mai 1960 pris pour l'application de )'article 10 
de la Joi n・59-1557du 31 decembre 1959 
21) デクレの番号と日付のみで示せば以下の通り。 Decretsnos 72-549 du 30 
juin 1972; 74-464 du 17 mai 1974; 75-614 du 2 juillet 1町5; 78-860 du 9 
aoQt 1978; et 79-345 du 23 avril 1979 
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22J アビ改革（rHormeHABY）の骨格をなす法律。 Loin・75-620du 11 juillet 
1975 relative a }'education （海老原治善編集代表『資料・現代世界の教育改
革J214頁以下に抄訳あり）の第4条であり，ここでは中学校での教育目標が
記され，職業教育にも言及されている。
23) cf. Decret n・78-252du 8 mars 1978 fixant les regles generales determinant 
les conditions de service de certains mattres contractuels ou agrees des 
etablissements d’en民ignementprives sous contrat et d回 mesuressociales 
applicables a ces personnels 
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